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研究分担者 縄岡 好晴 明星大学人文学部福祉実践学科 

【研究要旨】 

 本研究は、オーストラリアにおける障害者就労支援システムの構造と評価の特徴を整理し、我

が国の就労継続支援 B 型事業における評価指標の検討に資する基礎的知見を得ることを目的と

して実施した。 

分析対象は DES、ADE、NDIS の三制度であり、文献レビューおよび制度比較を通じて検討

を行った。その結果、同国では「移行支援」「支援付き就労」「個別支援調整」からなる三層構造

により、事業所単位ではなく支援機能の組み合わせによって就労が構成されていることが確認

された。また、評価においては量的成果に加え、職場適応、支援の個別化、環境調整の質、継続

就労期間、本人満足度といったプロセスおよび経験に関わる指標が一定程度重視されていた。 

さらに DES では、就職後の段階的な定着を評価する仕組みが導入されており、継続的な就労

を支える観点が取り入れられている。 

以上より、我が国においても、個別アセスメントの視点やプロセスに着目した評価のあり方に

ついて検討を深める必要性が示唆された。 

 

A.研究目的 

 本研究の目的は、オーストラリアにおけ

る障害者就労支援の制度構造および支援実

践の特徴を明らかにし、我が国の就労系障

害福祉サービス、とりわけ就労継続支援 B

型事業における評価指標の再構築に向けた

示唆を得ることである。 

我が国の障害者就労支援分野において

は、2006 年の障害者自立支援法施行以

降、就労移行支援事業、就労継続支援 A

型・B 型事業が整備され、量的な拡充が進

展してきた。しかしながら、就労継続支援

B 型事業における平均工賃は依然として低

位にとどまり、一般就労への移行率も事業

所間で大きな格差が存在する。 

こうした状況を受け、近年の報酬改定に

おいては、平均工賃や一般就労移行実績に

基づく基本報酬体系が導入され、アウトカ

ム評価の強化が図られてきた。 

一方で、このような量的アウトカムに基

づく評価には、重度障害者や行動障害を有

する者など、支援ニーズの高い利用者ほど

成果を出しにくいという構造的課題が指摘

されている。 

すなわち、支援の質を高めた結果として

利用者の就労参加が促進されるというプロ

セスが可視化されず、事業所単位の集団的

成果のみが評価対象となる現行制度は、個

別支援の質的向上を十分に促すインセンテ

ィブ構造を有していない。加えて、当事者

の主観的経験、職場定着の安定性、生活全

般のウェルビーイングといった指標も、現
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行の評価体系では捉えきれていない。 

本研究が着目するオーストラリアの制度

は、個人中心計画（Person-Centred 

Planning）の思想を基盤としつつ、就労支

援を多層的に構成している点に特徴があ

る。  

DES は一般就労への移行と定着支援を

担い、ADE は支援付き就労の機会を提供

し、NDIS は個別の支援パッケージを通じ

てこれらを横断的に支える。こうした設計

は、支援の機能分化と個別化を同時に実現

しており、評価指標のあり方を検討するう

えで重要な参照点となる。 

本報告では、以下の三点から分析を行

う。第一に、オーストラリアにおける障害

者就労支援の制度構造を整理し、各制度が

担う機能を明確化する。第二に、実際の支

援内容および運用実態を検討することによ

り、制度の理念が現場でどのように実装さ

れているかを明らかにする。第三に、評価

および報酬体系を分析し、どのような指標

が用いられているか、それらがどのように

支援の質を可視化しているかを検討する。 

これらの分析を通じて、我が国の就労系

障害福祉サービスにおける評価指標再構築

に向けた示唆を導出することを目指す。 

 

B.研究方法 

1．対象 

本研究では、オーストラリア連邦政府が

所管する障害者就労支援関連の以下の三制

度を分析対象とした。 

・Disability Employment Services

（DES）：一般就労への移行・定着支援を

担う就労支援制度 

・Australian Disability Enterprises

（ADE）：支援付き就労を提供する事業体 

・National Disability Insurance Scheme

（NDIS）：障害者個人への支援予算配分を

行う包括的支援制度 

これら三制度は、それぞれ異なる政策領

域に位置づけられながらも、障害者の就労

支援において相互補完的な機能を担ってい

る。DES および ADE は連邦社会サービス

省（Department of Social Services）を中心

に所管され、NDIS は国家障害保険庁

（National Disability Insurance Agency: 

NDIA）により運営されている。 

これらを包括的に取り上げることによ

り、オーストラリアにおける障害者就労支

援の全体構造を把握することが可能とな

る。 

 

2．調査時期 

本調査は、令和 6 年度から令和 7 年度に

かけて実施した。文献収集および資料分析

は継続的に行い、制度改正の動向を踏まえ

て随時アップデートを行った。 

 

3．調査内容 

以下の三つの観点から分析を行った。 

・制度の構造と役割：各制度の法的位置づ

け、所管機関、対象者、機能分担 

・支援内容および実践：具体的な支援プロ

グラム、提供形態、運用上の特徴 

・評価・報酬体系：成果評価の指標、報酬

算定方式、インセンティブ構造 

 

4．倫理配慮 

本研究は、公表されている政策資料、政

府統計、既存の学術文献を対象とした文献

レビューおよび制度分析であり、人を対象
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とする研究には該当しないため、倫理審査

の対象外として実施した。 

なお、資料の引用および参照にあたって

は、出典の明示と適切な引用形式の遵守に

留意した。 

 

５．分析方法 

分析は、制度比較分析および文献レビュ

ーによる質的統合の手法を用いた。具体的

には、第一段階として各制度の一次資料

（連邦政府ウェブサイト、制度運営ガイド

ライン、評価報告書等）を収集し、制度構

造・支援内容・評価報酬体系の三側面から

データを抽出した。 

第二段階として、抽出したデータを我が

国の就労継続支援 B 型事業との比較枠組み

に配置し、共通点および相違点を整理し

た。 

第三段階として、オーストラリアの制度

から導出される評価指標の視点を、我が国

における評価指標再構築の文脈に位置づけ

て考察を行った。 

 

C.研究結果 

1．オーストラリアにおける就労支援制度の

全体構造 

オーストラリアにおける障害者就労支援

は、前述の DES・ADE・NDIS という三

つの制度を中心に構成されている。これら

は単独で機能するのではなく、個人を中心

に据えた支援計画のもとで有機的に連動す

る設計となっている。すなわち、一般就労

を志向する者は DES を利用し、支援付き

就労を必要とする者は ADE に参加し、そ

のいずれの過程においても、NDIS が提供

する個別支援（ジョブコーチング、カウン

セリング、生活支援等）が横断的に活用さ

れる。三制度の機能と特徴を整理すると、

表 1 のとおりとなる。 

この三層構造の背景には、1990 年代以

降のオーストラリアにおける障害者政策の

転換がある。従来の施設中心型・集団的支

援から、個人の選択と自己決定を重視する

個別化支援への移行が進み、2013 年の

NDIS 導入によってその理念が制度的に具

現化された。障害者就労支援もまた、この

大きな政策転換の一部として再編されてお

り、「どこで支援を受けるか」よりも「ど

のような支援機能の組み合わせが必要か」

という問いが支援設計の出発点となってい

る。 

この三層構造の背景には、1990 年代以

降のオーストラリアにおける障害者政策の

転換がある。従来の施設中心型・集団的支

援から、個人の選択と自己決定を重視する

個別化支援への移行が進み、2013 年の

NDIS 導入によってその理念が制度的に具

現化された。障害者就労支援もまた、この

大きな政策転換の一部として再編されてお

り、「どこで支援を受けるか」よりも「ど

のような支援機能の組み合わせが必要か」

という問いが支援設計の出発点となってい

る。  
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(1) Disability Employment 

Services（DES）：一般就労への移行・定着

支援 

DES は、障害や健康上の制約を有する者

の一般就労への移行および定着を支援する

制度である。サービス提供は政府認証を受

けた民間事業者により行われ、成果報酬型

の契約に基づいて運営されている点に大き 

 

な特徴がある。DES は大きく二つのプログ

ラムから構成される。第一に、Disability 

Management Service（DMS）は、疾病や負

傷等により一時的に就労困難となった者を

対象とし、職場復帰や再就職の支援を提供

する。第二に、Employment Support Service

（ESS）は、より継続的・恒常的な支援を必

要とする障害者を対象とし、長期的な職場

観点 DES ADE NDIS 

主な機能 
一般就労への移行・

定着支援 

支援付き就労の場の提

供 

個別支援資源の調整・

統合 

所管 
連邦社会サービス

省（DSS） 

連邦社会サービス省

（DSS） 

国 家 障 害 保 険 庁

（NDIA） 

対象者 

一般就労を志向す

る障害・疾病のある

者 

一般就労が困難で支援

付き就労が適する者 

恒常的支援を要する障

害者全般 

法的地位 
就労者（一般雇用契

約） 

労働者（Fair Work Act

適用） 

参加者（支援予算の受

給者） 

支援内容 

職業評価、求人開

拓、ジョブマッチン

グ、ジョブコーチン

グ、定着支援 

軽作業・清掃・食品加

工・リサイクル等の業

務提供、作業訓練 

ジョブコーチング、職

業準備、生活支援、ア

システィブ・テクノロ

ジー導入 

報酬・賃金 

成果報酬（4・13・26・

52 週の段階的定着

評価） 

Supported Wage 

System（SWS）に基

づく個別賃金 

個別プランに基づく予

算配分（参加者が事業

者を選択） 

主な評価指標 

定着率、支援プロセ

スの質、雇用主満足

度 

生産性、賃金水準、一

般就労への移行実績 

プラン目標の達成度、

本人満足度、自己決定

の尊重 

表１オーストラリアにおける障害者就労支援三制度の機能比較 
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定着支援を行う。対象者は医学的・機能的評

価（Job Capacity Assessment）を経て適切な

プログラムに振り分けられる。 

主な支援内容としては、職業評価および

キャリアカウンセリング、求人開拓および

ジョブマッチング、職場における合理的配

慮の調整、ジョブコーチによる定着支援、雇

用主への助言および教育などが含まれる。   

特に、ジョブコーチは単に利用者を支援

するだけでなく、雇用主との継続的な関係

構築を担っており、障害特性に応じた職務

設計や職場環境の調整を共同で検討する役

割を果たしている。 

DESの評価・報酬構造の特筆すべき点は、

就職という単一のアウトカムのみを評価す

るのではなく、就職後 4 週・13 週・26 週・

52週といった複数の時点における定着状況

を評価する段階的な成果報酬モデルを採用

していることである。これにより、事業者に

は「短期的な就職」ではなく「持続可能な就

労」を志向する強いインセンティブが与え

られる。さらに、対象者の支援ニーズの強度

に応じた加算（ファンディングレベル）が設

定されており、重度の支援ニーズを有する

者を支援した場合に事業者が不利益を被ら

ないよう制度的に配慮されている。 

この点は、我が国の就労継続支援事業に

おける評価指標を検討するうえで極めて示

唆的である。 

 

(2) Australian Disability 

Enterprises（ADE）：支援付き就労の場 

ADE は、一般就労が困難な障害者に対

して、支援を受けながら働く機会を提供す

る事業体である。我が国の就労継続支援 B

型事業と類似の機能を有するように見える

が、制度設計上は重要な相違がある。ADE

で提供される主な業務は、梱包・組立など

の軽作業、清掃業務、食品加工、リサイク

ル関連業務、園芸・農作業、印刷・製本作

業など多岐にわたる。ADE は全国に約

200 以上の事業所が存在し、約 2 万人の障

害者が雇用されている。 

ADE の最大の特徴は、利用者との間に

雇用契約が成立している点にある。すなわ

ち、ADE で働く障害者は「福祉サービス

の利用者」ではなく「労働者」として位置

づけられており、フェアワーク法（Fair 

Work Act 2009）および Supported 

Employment Services Award の適用を受け

る。賃金は Supported Wage System

（SWS）に基づき、個別の生産性評価を通

じて算定される。SWS は、標準的労働者

の生産性を基準とし、当該労働者の生産性

がその何％に相当するかを評価すること

で、その割合に応じた賃金を算定する仕組

みである。 

この雇用契約に基づく労働関係という枠

組みは、我が国の B 型事業との決定的な相

違点である。B 型事業では、利用者は福祉

サービスの利用者であり、工賃は労働の対

価ではなく訓練等給付費の一部として位置

づけられている。このため、最低賃金法の

適用を受けず、平均工賃も月額 22,649 円

程度（令和 6 年度実績）に留まっている。

これに対して ADE では、労働者としての

法的地位が保障されており、SWS に基づ

く最低水準が確保されている。 

ただし ADE にも課題は存在する。国連

障害者権利条約の履行監視の文脈では、

ADE のような分離型雇用（segregated 

employment）は一般就労への移行を阻害
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しうるとの批判がなされてきた。これを受

けてオーストラリア政府は、ADE の改革

を進め、一般労働市場への橋渡し機能を強

化する方向性を示している。つまり ADE

は、単なる「保護的就労の場」ではなく、

「一般就労への移行を視野に入れた支援付

き就労の段階」としての再定義が進められ

ている。 

 

(3) National Disability Insurance 

Scheme（NDIS）：個別支援の基盤 

NDIS は、2013 年に導入された国家的な

障害者支援制度であり、個人ごとに支援予

算（プラン）を配分し、利用者自身が必要な

サービスを選択・購入する仕組みである。   

2020 年代までに全国展開が完了し、現在で

は約 65 万人以上の障害者が利用している。

NDIS の支援予算は、個別のニーズ評価に

基づいて策定される「参加者プラン」によっ

て決定される。プランには、中核支援（日常

生活支援）、能力開発支援（スキル習得、就

労準備）、社会参加・地域参加支援などのカ

テゴリーがあり、就労に関する支援もこの

プランの一部として位置づけられる。 

就労関連支援として提供される主な内容

には、ジョブコーチング、職業準備訓練、ソ

ーシャルスキルトレーニング、生活支援と

の統合的支援、職場環境アセスメント、アシ

スティブ・テクノロジーの導入支援などが

含まれる。これらは、DES や ADE で提供

される就労支援と並行して、あるいはそれ

らを補完する形で利用される。たとえば、

ADEで就労している者がNDIS予算を用い

てジョブコーチングを追加的に受ける、あ

るいは DES で一般就労に移行した後に

NDIS の生活支援を活用して就労の安定化

を図るといった形態が可能である。 

NDIS の導入がもたらした最も重要な変

化は、支援の主体を「事業所」から「個人」

へと転換した点である。従来の施設中心型

の支援においては、事業所が提供するサー

ビスメニューの中から利用者が選択すると

いう構造であったが、NDIS では利用者自

身が支援予算をもとに必要なサービスを組

み立てる「セルフ・ディレクテッド・サポー

ト」の枠組みが制度化された。 

これにより、利用者のニーズに応じた柔

軟な支援設計が可能となり、結果として就

労支援もまた個別最適化される構造が生ま

れている。 

 

2．日本の就労継続支援 B 型事業との比較 

オーストラリアの三層構造を我が国の就

労継続支援 B 型事業と対比すると、制度の

前提となる理念から運用実態に至るまで、

広範な相違が存在することが明らかとな

る。主な相違点を整理すると表 2 のとおり

である。 

第一の相違は法的枠組みである。我が国

の B 型事業は障害者総合支援法に基づく福

祉サービスであり、利用者は訓練等給付の

受給者として位置づけられている。これに

対して ADE は雇用契約を基盤とし、利用

者は労働者として労働法制の保護を受け

る。 

第二の相違は支援設計の単位であり、我

が国では事業所単位でのサービス提供が基

本であるのに対し、オーストラリアでは

NDIS を介して個人単位で支援が設計され

る。 

第三の相違は支援構造の流動性であり、

我が国では利用事業所が固定化しやすいの
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に対し、オーストラリアでは状況変化に応

じた再構築が容易である。 

第四の相違は評価指標であり、我が国は

量的アウトカム重視、オーストラリアはプ

ロセス・経験指標重視という対照的な構造

となっている。 

 

 

 

 

 

 

表2 日本の就労継続支援B型事業とオーストラリアの制度の比較 

観点 日本（就労継続支援B型事業） 
オーストラリア

（DES/ADE/NDIS） 

法的枠組み 
障害者総合支援法に基づく福祉

サービス（訓練等給付） 

労働法制（雇用契約）＋個別

支援予算制度 

利用者の地位 
福祉サービス利用者（雇用契約

なし） 

労働者（ADE）／サービス参

加者（NDIS） 

賃金の位置づけ 
工賃（平均22,649／月・令和6

年度） 

SWSに基づく賃金（最低賃金

法制下で算定） 

支援設計の単位 事業所単位（通所型・固定的） 
個人単位（複数サービスの組

み合わせ） 

支援構造 
固定的（利用事業所が基本的に

固定） 

流動的（プラン見直し・事業

者変更が容易） 

評価指標の中心 
平均工賃、一般就労移行率（量

的アウトカム） 

段階的定着率、個別化の程

度、本人満足度（プロセス・

経験指標） 

支援者の役割 
作業指導・生活支援（事業所

内） 

ジョブコーチ・雇用主との協

働（職場環境調整を含む） 

個別化の水準 
個別支援計画は策定されるが、

実務上は集団支援中心 

参加者プランによる個別予算

配分で実質的に個別化 
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3．支援構造としての特徴─「場」から「機能

の組み合わせ」へ 

オーストラリアの障害者就労支援制度が

示す最大の特徴は、就労を「場の提供」によ

って成立させるのではなく、「支援機能の組

み合わせ」によって成立させるという発想

にある。具体的には、DES が「雇用機会の

創出と定着支援」を、ADE が「能力・特性

に応じた就労の場」を、NDIS が「個別支援

資源の調整と統合」を担う。 

これらは独立した制度として存在しなが

らも、個人の就労というゴールに向けて相

互に補完的に機能する。利用者一人ひとり

に最適化された支援パッケージが組み立て

られ、状況の変化に応じて柔軟に再設計さ

れる仕組みが構築されている。 

この「機能の組み合わせ」という発想は、

我が国の支援体系において相対的に希薄で

ある。我が国では、就労移行支援、就労継続

支援 A 型、B 型といった事業類型が存在す

るが、それぞれが独立した「場」として機能

しており、利用者は基本的にいずれか一つ

の事業所に所属する形をとる。複数の支援

を横断的に組み合わせる設計は、制度上は

可能であっても、実務上は十分に普及して

いない。 

この構造の相違は、評価指標のあり方に

も直接的に影響する。事業所単位での成果

を評価する我が国の枠組みと、個人単位で

の支援成果を評価するオーストラリアの枠

組みとでは、そもそも「何を測るか」の前提

が異なるのである。 

 

D．考察 

1．支援モデルの転換に関する考察 

本研究の結果から、我が国における就労

支援のあり方について、以下の三点の概念

的転換の必要性が示唆される。 

第一に、「サービス提供」から「支援設計」

への転換である。従来の福祉サービスモデ

ルでは、事業所が用意したサービスメニュ

ーに利用者を適合させる発想が基本であっ

た。しかし、オーストラリアの個別化支援の

枠組みが示すように、これからの就労支援

には、利用者一人ひとりのニーズ、特性、目

標に応じて支援そのものを設計するアプロ

ーチが求められる。これは、事業所側の提供

可能性から出発するのではなく、利用者側

の必要性から出発する支援設計である。 

第二に、「集団支援」から「個別支援」へ

の転換である。B 型事業所における作業場

面では、複数の利用者が同一の作業空間で

活動を行うことが一般的である。このよう

な集団的支援は一定の意義を有するが、

個々の利用者の特性や目標に応じた細やか

な支援を十分に保障するには限界がある。

オーストラリアの NDIS モデルでは、予算

の個別配分を通じて、一人ひとりに必要な

支援を明示的に設計することが可能となっ

ている。我が国においても、集団支援を基盤

としつつ、その中に個別支援計画を明示的

に位置づける仕組みの強化が求められる。 

第三に、「生産活動」から「就労参加」へ

の転換である。B 型事業の現行の報酬体系

は、工賃という経済的アウトカムを中心に

設計されている。これは一面では合理的で

あるが、他方で「何をつくったか」という生

産性の側面に評価が偏る傾向を生み、「どの

ように就労に参加したか」という参加の質

の側面が見落とされがちである。オースト

ラリアの制度が示唆するのは、就労は単な

る生産活動ではなく、社会参加・自己実現の
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一形態であるという視点である。この視点

に立てば、評価指標もまた生産性指標から

就労参加の質を捉える指標へと拡張される

必要がある。 

 

2．評価指標に関する考察 

オーストラリアの制度から導かれる評価

指標として、以下の五点が特に重要である

と考えられる。これらを我が国の現行指標

と対比させて整理すると、表 3 のとおりと

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 日本の現行評価指標とオーストラリアから導かれる評価指標の対比 

指標カテゴリー 日本（現行のB型事業） オーストラリアから導かれる指標 

量的アウトカム指標 
平均工賃、一般就労移行

率、利用定員充足率 

賃金水準、就職件数、一般雇用への

移行実績 

職場適応 定着率の追跡は限定的 
4・13・26・52 週の段階的定着評価

（DES） 

支援の個別化 

個個別支援計画の策定が

義務付けられているが、

評価は主に実施状況の確

認にとどまり、質的評価

は十分とは言えない 

参加者プランの質・当事者の関与度

合い（実質的評価） 

環境調整の質 

環境調整（構造化を活用

した環境調整等）は実践

上重要であるが、制度上

の評価指標としては十分

に体系化されていない 

職務再設計・物理的／感覚的環境調

整・雇用主教育 

継続就労期間 

就労移行者数は把握され

るが、移行後の定着状況

については制度上の主要

最長 52 週までの多段階定着評価 
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表 3 に示した五つのカテゴリーのうち、

第一の職場適応の程度は、DES の定着支援

において継続的にモニタリングされている。

これは、単に「雇用されているか否か」では

なく、「どのような質で就労に参加している

か」を捉える指標である。我が国において

も、職務遂行能力、同僚との関係構築、職場

ルールへの適応といった側面を評価する枠

組みの導入が望まれる。 

第二の支援の個別化の程度とは、単に「個

別の支援計画があるか」という形式的な指

標ではなく、支援内容が当該利用者の特性・

ニーズ・目標に即して設計されているかと

いう実質的な個別化を指す。オーストラリ

アの NDIS では、プランの策定過程に当事

者が主体的に関与することが制度的に保障

されており、この参加のあり方自体が評価

の対象となりうる。 

第三の環境調整の質は、就労支援の成否

を大きく左右する要素である。物理的環境

の整備、作業手順の構造化、コミュニケーシ

ョン手段の工夫、上司・同僚への教育など

が、環境調整の具体的内容である。オースト

ラリアでは、ジョブコーチがこうした環境

調整を雇用主と協働して行うことが支援の

中核的機能として位置づけられている。環

境調整の質を評価する指標の開発は、我が

国の評価体系の質的向上に不可欠である。 

第四の継続就労期間について、DES の段

階的定着評価は、就労の持続可能性を時間

軸で捉える優れたモデルである。我が国に

おいても、就労移行後の定着率を継続的に

追跡・評価する仕組みの強化が必要である。

定着支援そのものに対する報酬評価の拡充

も、今後の報酬改定における重要論点とな

ると考えられる。 

第五の本人満足度については、近年の障

害者政策において当事者の主観的ウェルビ

ーイングを重視する傾向が国際的に強まっ

ている。 

就労支援の評価においても、当事者自身

が支援をどのように経験しているか、自己

決定がどの程度尊重されているか、生活全

般の満足度が向上しているかといった経験

指標の導入が求められる。 

 

4．本研究の限界 

本研究にはいくつかの限界がある。第一

指標カテゴリー 日本（現行のB型事業） オーストラリアから導かれる指標 

な評価指標とはなってお

らず、長期的な継続評価

は限定的である 

本人満足度 

サービス評価（第三者評

価等）では扱われる場合

があるが、報酬体系に直

接反映される指標とはな

っていない 

プラン目標達成度、QOL、自己決定

の尊重度 
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に、本研究は公開資料に基づく文献レビュ

ーと制度分析を中心としており、現地の事

業者や当事者への直接的な調査は実施して

いない。したがって、制度の理念と実際の運

用との間に生じうる乖離、あるいは現場に

おける支援の質のばらつきについては、十

分に把握できていない可能性がある。 

第二に、オーストラリアと我が国では社

会保障制度全体の枠組みや文化的背景が異

なるため、本研究で得られた知見を我が国

に直接適用する際には慎重な検討が必要で

ある。 

第三に、NDISをはじめとするオーストラ

リアの制度は現在も改革過程にあり、本研

究の知見が今後の制度変更によって更新さ

れる必要が生じる可能性がある。 

これらの限界を踏まえ、今後は現地調査

を含む実証的研究、および我が国の実情に

即した評価指標の試行的開発が求められる。 

 

E．結論 

本研究により、オーストラリアにおける

障害者就労支援は、DES・ADE・NDIS と

いう三層構造によって構成され、個別化支

援を基盤として成立していることが明らか

となった。 

我が国の就労継続支援 B 型事業とは、法

的枠組み、支援設計の単位、支援構造の流動

性、評価指標のいずれの観点においても構

造的に大きく異なる制度である。  

オーストラリアの制度が示す最大の示唆

は、就労支援を「場の提供」ではなく「支援

機能の組み合わせ」として構想する点にあ

る。この発想は、利用者一人ひとりの特性・

ニーズ・目標に応じた個別最適化支援を可

能にし、結果として支援の質と成果の双方

を高める構造を生み出している。 

今後、我が国における就労系障害福祉サ

ービスの質的向上に向けては、以下の三点

が求められる。 

第一に、個別アセスメントの強化である。

利用者の特性・ニーズ・目標を詳細に把握

し、それに基づいて支援を設計する枠組み

の確立が必要である。 

第二に、支援の柔軟化である。事業所単位

の固定的な支援提供ではなく、個人単位で

複数の支援を組み合わせる柔軟な支援設計

を制度的に可能にする仕組みが求められる。  

第三に、評価指標の再構築である。工賃や

移行率といった量的アウトカム指標に加え、

職場適応、支援の個別化、環境調整の質、継

続就労期間、本人満足度といったプロセス

指標・経験指標を評価体系に組み込むこと

が必要である。 

これらの転換を進めることにより、我が

国の就労系障害福祉サービスは、より多様

な障害特性を有する利用者に対して質の高

い支援を提供する体系へと進化することが

可能となる。 

本研究の知見が、今後の評価指標開発お

よび制度改革の議論に資することを期待す

るものである。 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

G．研究発表 

該当なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 該当なし 

2．実用新案登録 該当なし 

3．その他 該当なし 
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